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TCFD提⾔の4つのテーマ

（出所）気候関連財務情報開⽰タスクフォース「最終報告書 気候関連財務情報開⽰タスクフォースによる提⾔」（2017年6⽉）を基に作成。

 TCFD提⾔（気候関連財務情報開⽰タスクフォース提⾔）においては、①ガバナンス ②戦略 ③リスク管理 ④指
標と⽬標という、4つのテーマを中⼼に開⽰内容を推奨している。

ガバナンス

戦略

リスク管理

指標と
⽬標

ガバナンス 戦略 リスク管理 指標と⽬標
気候関連リスク及び
機会に関する組織
のガバナンス

気候関連リスク及び
機会が組織のビジ
ネス・戦略・財務計
画へ及ぼす影響
（その情報が重要な
場合）

気候関連リスクを識
別・評価・管理する
ためのプロセス

気候関連リスク及び
機会の評価・管理
に⽤いる指標と⽬
標（その情報が重要
な場合）

 リスクと機会に対する
取締役会の監視体
制

 リスクと機会を評価・
管理する上での経
営者の役割

短期・中期・⻑期の
リスクと機会

 リスクと機会が事業・
戦略・財務計画に
及ぼす影響

 2℃以下シナリオを
含む気候シナリオに
基づく検討を踏まえ
た組織戦略のレジリ
エンス

 リスクの識別・評価プ
ロセス

 リスクの管理プロセス
 リスクの識別・評価・

管理プロセスが組織
全体のリスク管理に
どう統合されているか

 リスクと機会の評価
のために組織が⽤い
る指標

 GHG排出量と関連
リスク

 リスクと機会の管理
に⽤いる⽬標及び
実績

TCFD提⾔により推奨される開⽰内容

フレームワーク



IFRS財団︓国際サステナビリティ開⽰基準

（出所）Technical Readiness Working Group “Summary of the Technical Readiness Working Group’s Programme of Work” 、”General Requirements for Disclosure 
of Sustainability-related Financial Information Prototype”（いずれも2021年11⽉）を基に作成。

 IFRS財団が策定する国際サステナビリティ開⽰基準は、全般的要求事項、テーマ別基準、業種別基準により構成
されることが⽰されており、全般的要求事項及び気候関連開⽰基準についてTCFDフレームワーク提⾔の４つの柱
（①ガバナンス、②戦略、③リスク管理、④指標と⽬標）を基礎としたプロトタイプが⽰されている。

表⽰基準
（全般的な要求事項）

テーマ別基準
（第⼀︓気候）

業種別基準
（業種に固有の開⽰）

ガ
バ
ナ
ン
ス

戦
略

リ
ス
ク
管
理

指
標
と
⽬
標

ガバナンス 戦略
 既存及び新規のサステナビリティ関連リスク及び機会を監督する機関

（取締役会、委員会、またはガバナンスを担う同等の組織を含む）
 既存及び新規のサステナビリティ関連リスク及び機会に関する経営者の役割

 重要なサステナビリティ関連リスク及び機会、及びそれらが以下に与える影響
• ビジネスモデル
• 経営陣の戦略及び意思決定
• 企業の財政状態、業績及びキャッシュ・フロー

 重要なサステナビリティ関連リスクに対する企業の戦略のレジリエンス

リスク管理 指標と⽬標

• サステナビリティ関連リスクを特定、重要性を評価するプロセス
• リスクの監視、管理、軽減に関する情報
• リスクの特定、評価及び管理プロセスが、企業の全体的なリスク管理プロセスにど

のように統合されているか

• 業種横断指標、業種別指標、活動指標
• ガバナンス機関が特定した⽬標・経営陣が設定した⽬標
• 進捗測定のためのその他の主要業績評価指標等

国際サステナビリティ開⽰基準の構造

フレームワーク
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英国FRC︓⼈的資本に関する報告書

 英国財務報告評議会（FRC）が2020年に公表した⼈的資本に関する報告書では、①ガバナンスと経営、②ビ
ジネスモデルと戦略、③リスク管理、④指標と⽬標 の4つの⼤項⽬別に開⽰が期待される内容がまとめられている。

（出所） Financial Reporting Council 「Workforce-related corporate reporting  - where to next? -」（2020年1⽉）を基に作成。

報告書で提⾔された「従業員に関する開⽰」

⼤項⽬ 開⽰・説明項⽬

ガバナンスと経営
• 取締役会による従業員関連事項の監督、及び従業員への関与⼿法
• 従業員に関する課題の検討や管理における経営者の役割
• 取締役会による従業員関連事項の検討が、戦略的意思決定に与える影響

ビジネスモデルと
戦略

• 企業が考える従業員の範囲（全従業員数、従業員の構成（サプライチェーンにおける雇⽤構成（直接／契約／それ
以外））を含む）

• 企業が戦略的資産として従業員に投資しているかどうか、及び当てはまる場合はどう投資するか
• 従業員がどう組織の価値を⽣み出すか、及び当該価値を⾼める機会があるか
• 従業員モデルがビジネスモデルをどう⽀援しているか
• 組織が特定した従業員に関連するリスクと機会が、会社のビジネス、戦略、財務計画にどう影響するか

リスク管理
• 従業員に関連するリスクと機会を特定、評価、管理するための組織のプロセス
• 企業にとって最も関連性の⾼い、従業員に関連するリスクと機会
• ビジネスのどこにリスクと機会が存在し、それらがどう管理されているか

指標と⽬標

• 従業員の理解に最も関連する指標（指標の特定⽅法を含む）
• 価値提供のために企業が従業員をどう動機付けしているか（従業員に関連する課題とパフォーマンスの管理に使⽤され

る⽬標を含む）
• 経営トップがどのように望ましい⽂化を推進しているか（従業員による積極的参加がどう達成されたかを含む）
• 従業員雇⽤⼈数、定着率/離職率（予定したもの・望まれないものの両⽅）、労働環境に適⽤される価値（労働⽂

化のモニター指標を含む）
• 報酬その他利益の説明、及び研修・能⼒開発、昇進に関する統計の開⽰

フレームワーク
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⻑期的な価値創造における各⼈材階層の役割
 価値報告財団（VRF）が昨年12⽉に公表した、「統合的思考に関する原則（Integrated Thinking

Principle）」のプロトタイプでは、企業経営の階層（取締役会・CEO・上級管理職）毎に、統合的思考を実践し⻑
期的な価値創造に繋げるための役割を⽰している。

 分野は①パーパス、②戦略、③リスクと機会、④カルチャー、⑤ガバナンス、⑥パフォーマンスの６分野。

4（出所）Value Reporting Foundation 「Integrated Thinking Principles Prototype」（2021）を基に作成。

戦略に関する「統合的思考に関する原則」の例

フレームワーク

レベル１
The Principles

レベル2
Assessment

レベル３
Operationalizing the Principles

取締役会・CEO、CxO 上級管理職 上級管理職

• どのようにして財政的収益を獲得
しつつ、好機をつかみ、リスクを軽
減し、製品やサービスを通じた顧
客ニーズ充⾜のために利⽤できる
リソースを最⼤化しているか。

• 戦略⽬標を特定し、その達成がいかに
パーパスの実現や、SDGsに貢献するか
を評価しているか

• サステナビリティに関する優先事項は、ビ
ジネス戦略と⼀致しているか

• ビジネスモデルに関連するマテリアルな課
題が、戦略の実⾏能⼒にどのように影
響するかを理解しているか

• 戦略と戦略⽬標が明確に定義されており、そ
れが前向きかつ、技術、社会、気候の変動
等の価値創造の⻑期的な推進⼒に対応した
ものとなっているか

• 戦略と戦略⽬標が、SDGsに貢献しうる代表
的な要素と⼀致しているか

• サステナビリティに関する優先事項が、客観的
なプロセスを通じて特定され、事業戦略を強
化するものとなっているか



価値協創ガイダンスの改訂

 経済産業省が改訂作業を進めている「価値協創ガイダンス」では、①価値観、②⻑期戦略（⻑期ビジョン、ビジネスモ
デル、リスクと機会）、③実⾏戦略、④成果と重要な成果指標（KPI）、⑤ガバナンスという構造で企業独⾃の価値
創造ストーリーのフレームワークを⽰す⽅向で検討を進められており、 TCFD提⾔（①ガバナンス、②戦略、③リスク管理、
④指標と⽬標）とも整合性をとったフレームワークとすることが念頭に置かれている。

（出所） 経済産業省サステナブルな企業価値創造のための⻑期経営・⻑期投資に資する対話研究会（SX研究会）価値協創ガイダンス改訂ワーキング・グループ
第⼆回（2021年12⽉14⽇）資料を基に作成。

フレームワーク

改訂作業中の「価値協創ガイダンス」のフレームワーク

⻑期ビジョン
価値観 実⾏戦略

成果と
重要な成果指標

（ＫＰＩ）
ガバナンス

リスクと機会ビジネスモデル

⻑期戦略

社会の⻑期的な持続可能性を展望し、企業の持続可能性と同期化

実質的な対話・エンゲージメント

取締役会、執⾏・経営会議の役割分担とコミットメントの下、投資家との対話・エンゲージメントを深め、価値創造ストーリーを磨き上げる
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（参考）改訂作業中の価値協創ガイダンスの全体像
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⻑期ビジョン
価値観 実⾏戦略 成果と重要な

成果指標（ＫＰＩ） ガバナンス
リスクと機会ビジネスモデル

⻑期戦略

6.1. 対話等の原則 6.2. 対話等の内容 6.3. 対話等の⼿法 6.4. 対話等の後のアクション

2-3.1. ESG
に対する認識

2-3.2. 主要
なステークホル
ダーとの関係性
の維持

2-3.3. 事業
環境の変化へ
の対応

5.2. 経営課題解決に
ふさわしい取締役会の
持続性

5.3. 社⻑、経営陣の
スキル及び多様性

5.4. 社外役員のスキ
ル及び多様性

5.5. 戦略的意思決
定の監督・評価

5.8. 取締役会の実効
性評価のプロセスと経
営課題

5.7. 役員報酬制度の
設計と結果

2-2.2. 競争優位
を確保するために不
可⽋な要素

2-2.1. 市場勢⼒
図における位置づけ

3.2. バリューチェーンにおける影響
⼒強化、事業ポジションの改善

3.6. イノベーション創出のための組
織的なプロセスの確⽴・推進

3.3. 事業売却・撤退戦略を含む
事業ポートフォリオマネジメント戦略

4.3. 企業価値創造と
独⾃KPIの接続による
価値創造設計

4.4. 資本コストに対す
る認識

4.5. 企業価値創造の
達成度評価

4.2. 戦略の進捗を⽰
す独⾃KPIの設定
（社会に提供する価
値に関するKPIを含
む）

4.1. 財務パフォーマン
ス

5.6. 利益分配の⽅
針

3.5. 知的財産を含む無形資産等の
確保・強化に向けた投資戦略

5.1. 取締役会と経営
陣の役割・機能分担1.1. 価値観を

定める意義

2-1.1. 社会へ
の⻑期的な価
値提供に向けて
の⽬指す姿

1.2. 重要課
題・マテリアリ
ティ

2-2.2. 対象期
間の設定

4.1.1. 財政状態
及び経営成績の分
析(MD&A等)
4.1.2. 経済的価
値・株主価値の創
出状況

3.5.1.1. 研究開発投資
3.5.1.2. IT・ソフトウェア投
資及びDX投資

3.5.1. 技術（知的資本）へ
の投資

3.5.2. ブランド・顧客基盤構築
3.5.3. 企業内外の組織づくり
3.5.4. 成⻑加速の時間を短
縮する⽅策

2-3.3.1. 
技術変化
の早さとその
影響
2-3.3.2. 
カントリーリ
スク
2-3.3.3. 
クロスボー
ダーリスク

2-2.1.1. 付加
価値連鎖（バ
リューチェーン）に
おける位置づけ
2-2.1.2. 差別
化要素及びその
持続性

2-2.2.2. 競争優
位を⽀えるステーク
ホルダーとの関係

2-2.2.1. 競争優
位の源泉となる経
営資源・無形資産

2-2.2.3. 収益構
造・牽引要素（ド
ライバー）

3.4. ⼈的資本への投資・⼈材戦
略

実質的な対話・エンゲージメント

3.1. ESGやグローバルな社会課
題（SDGs等）の戦略への組込

社会の⻑期的な持続可能性を展望し、企業の持続可能性と同期化

取締役会、執⾏・経営会議の役割分担とコミットメントの下、投資家との対話・エンゲージメントを深め、価値創造ストーリーを磨き上げる

フレームワーク



財務会計・財務報告の⽬的と⾮財務情報

 財務会計の基本的な⽬的は、株主、銀⾏取引先等の企業外部の利害関係者に対して、企業の経営成績（⼀
定期間のフロー情報）と、企業の財政状態（⼀定時点でのストック情報）を明らかにすることにある。

 その上で、財務報告の⽬的は、投資家の意思決定に資するディスクロージャーの⼀環として、企業の経営成績と、
企業の財政状態を測定して開⽰することにある。

 TCFD提⾔の枠組みにおいては、財務情報と関連性がある（Financial-related）情報について、利害関係者に
とって必要な情報提供を⾏うことがその趣旨とされている。

7（出所）伊藤邦雄「新・現代会計⼊⾨」（2014）、財務会計基準機構「財務会計の概念フレームワーク」（2006）、気候関連財務情報開⽰タスクフォースによる提⾔（2017）

【原⽂】
Improved disclosure of climate-related risks and opportunities will provide investors, lenders, insurance 
underwriters, and other stakeholders with the metrics and information needed to undertake robust and 
consistent analyses of the potential financial impacts of climate change.

【訳⽂】
気候関連のリスク及び機会に関する情報開⽰を改善することにより、投資家、貸付業者、保険会社、及びその他のステークホルダーに対
して、気候変動の潜在的な財務的影響を確実かつ⼀貫性を以て分析する際に必要な指標と情報を提供することができる。

財務・⾮財務

TCFD提⾔における情報開⽰の考え⽅

Recommendations of the Task Force on Climate-related Financial Disclosures ｰFinal Reportｰ
>B. Climate-Related Risks, Opportunities, and Financial Impacts
（気候関連財務情報開⽰タスクフォースによる提⾔・最終報告書（2017）＞B. 気候関連のリスク、機会、及び財務的影響）



財務情報と⾮財務情報の連関性
 昨年11⽉にISSBが公表した「サステナビリティ関連財務情報の開⽰に関する全般的要求事項のプロトタイプ」にお

いて、「サステナビリティ関連財務情報」は、「利⽤者に、企業のビジネスモデルや経営戦略を維持し発展させるため
の資源や関係性の評価に⼗分な基礎を提供する、企業価値のドライバーに関する洞察を与える情報」として定義さ
れている。

 その上で、⼀般⽬的財務報告との関係についても「サステナビリティ関連財務開⽰の⽬的は、⼀般⽬的財務報告
の主要な利⽤者が企業に資源を提供するかどうかを決定する際に有⽤な情報を提供すること」として⽰されている。

8
（出所） IFRS Foundation “General Requirements for disclosure of Sustainability-related Financial Information Prototype”（2021/11）、第2回SSBJ設
⽴準備委員会・審議事項(1)-1を基に作成。

ISSBプロトタイプにおける定義・規定
⽤語 定義

サステナビリティ関連財務情報
（Sustainability-related financial information）

企業価値のドライバーに関する⽰唆を提供する情報であり、利⽤者が以下を理解する
ことにより、企業のビジネスモデル並びにそのモデルを維持及び発展させるための経営者
の戦略が依存する資源及び関係を評価するために⼗分な基礎を提供する情報

サステナビリティ関連財務開⽰
（Sustainability-related financial disclosure )

企業価値を変動させるサステナビリティ事項に関する企業のパフォーマンス（業績）に
ついての開⽰（それらの事項に関する企業のガバナンス、戦略及びリスク管理について
の情報を含む）

財務・⾮財務

⼀般⽬的財務報告
（General purpose financial reports)

現在の及び潜在的な投資者、融資者及び他の債権者が、企業への資源提供に関す
る意思決定を⾏う際に有⽤な、報告企業に関する財務情報を提供するもの

(⼀般⽬的財務報告の）主要な利⽤者
（Primary users）

現在の及び潜在的な投資者、融資者及び他の債権者

サステナビリティ関連財務情報の開⽰に関する全般的要求事項のプロトタイプ 第1項︓⽬的
サステナビリティ関連財務開⽰の⽬的は、報告企業がさらされている重要なサステナビリティに関連するリスク及び機会について、⼀般⽬的財務報告の主要な利
⽤者が企業に資源を提供するかどうかを決定する際に有⽤な情報を提供することである。



⾮財務情報の開⽰対象の考え⽅（マテリアリティ）
 また、同プロトタイプの付録C「マテリアリティの実施に関するガイダンス」では、企業開⽰について、①⼈・環境・経済に

対して影響するサステナビリティ論点に関する、ステークホルダー向けの開⽰、②企業価値の評価に影響するサステ
ナビリティ論点に関する、主要な利⽤者向けの開⽰、③財務諸表に含まれる⾦額に関する、主要な利⽤者向けの
開⽰、の3層に整理されるとした上で、企業が解決すべきサステナビリティ論点は3層間で重複すると⽰している。

 その上で、主要な利⽤者に向けた重要なサステナビリティ関連財務開⽰には、②企業価値の評価に影響するサステ
ナビリティ論点開⽰が含まれるとしている。

9（出所） IFRS Foundation “General Requirements for disclosure of Sustainability-related Financial Information Prototype”（2021/11）等を基に作成。

サステナビリティ関連財務情報の開⽰の考え⽅

① ⼈・環境・経済に対して影響するサステナビリティ論点に関する開⽰
（ステークホルダー向け）
多様なステークホルダーの開⽰ニーズに対応するため幅広い情報を提供するもので、規制当局主導・公共
政策主導に基づく開⽰要求事項が含まれる

② 企業価値の評価に影響するサステナビリティ論点に関する開⽰
（主たる利⽤者向け）
サステナビリティ関連リスク・機会が、短期・中期・⻑期にわたって、将来キャッシュ・フローの価値・
タイミング・不確実性、ひいては企業価値の評価への影響を理解を可能にする

③ 財務諸表に含まれる⾦額に関する開⽰
（主たる利⽤者向け）
報告⽇までに既に発⽣し、（もしくは、将来キャッシュ・フローの価値・評
価の補助となるキャッシュ・フロー予測に含まれ、）財務諸表に既に考
慮されている企業価値への影響を⽰す

財務情報が含まれる

財務情報に
関連する

⾮財務情報が
含まれる

主たる利⽤者に向けた
重要なサステナビリティ
関連財務開⽰

財務・⾮財務



（参考）財務諸表に計上されている無形資産
 財務諸表に計上される無形資産は、⽀出額等で価値が測定できるものに限られる。
 ⽇本の会計基準においては、無形資産の会計処理を定めた包括的な基準は存在せず、企業会計基準委員会

（ASBJ）が定める個別の会計基準で部分的に規定されているにとどまる。規定されていない部分は、企業会計原
則（※）に基づき会計処理を検討することになる。
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貸借対照表

流動資産

･･･

有形固定資産

･･･

無形固定資産

特許権

ソフトウェア

顧客関連資産

のれん

X,XXX

･･･

X,XXX

･･･

X,XXX

X,XXX

X,XXX

X,XXX

X,XXX

流動負債

･･･

固定負債

･･･

純資産の部

･･･

X,XXX

･･･

X,XXX

･･･

X,XXX

･･･企業を買収した際、識別可能な無形資産、及びのれ
んを計上
（参考︓企業結合に係る会計基準）
• （企業結合で）受け⼊れた資産に法律上の権利など分離して譲渡

可能な無形資産が含まれる場合には、当該無形資産は識別可能な
ものとして取り扱う。

• 取得原価が、受け⼊れた資産及び引き受けた負債に配分された純額
を上回る場合には、その超過額はのれんとして計上する

特許の取得に直接要した費⽤を計上
（参考︓企業会計原則）
• 無形固定資産については、当該資産の取得のために⽀出した⾦額か

ら減価償却累計額を控除した価額をもって貸借対照表価額とする。

⾃社利⽤のソフトウエアの制作費を計上
（参考︓研究開発費等に係る会計基準）
• ソフトウェアを⽤いて外部へ業務処理等のサ－ビスを提供する契約等

が締結されている場合のように、その提供により将来の収益獲得が確
実であると認められる場合には、適正な原価を集計した上、当該ソフ
トウェアの制作費を資産として計上しなければならない。

（※）現在定められている会計基準は、「企業会計の実務の中に慣習として発達したもののなかから、⼀般に公正と認められたところを
要約したもの」である企業会計原則を根底の考え⽅として検討されている。具体的な会計基準の定めがない場合、企業会計原則の考
え⽅に翻って会計処理を検討することになる。



損益計算書

売上⾼

売上原価

売上総利益

販売費及び⼀般管理費

営業利益

･･･

当期純利益

XX,XXX

XX,XXX

XX,XXX

XX,XXX

X,XXX

･･･

XX,XXX

たな卸資産

期⾸残⾼ 売上原価

当期製品製造原価

期末残⾼

（参考）⼈件費の処理
 製造部⾨に携わる従業員の⼈件費は、その⼀部が製造されたたな卸資産の期末残⾼に含まれる形で資産計上さ

れるが、管理部⾨に携わる従業員の⼈件費は、販売費及び⼀般管理費に含まれ費⽤処理される。
 このほか、⾃社で固定資産（例︓製造設備、ソフトウェア）を建設・製造する場合、製造に携わった従業員の⼈

件費が固定資産の残⾼に含まれる形で資産計上される。
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貸借対照表

流動資産
･･･
たな卸資産
･･･

有形固定資産
･･･
機械装置
・・・

無形固定資産
・・・
ソフトウェア
･･･

X,XXX
･･･

X,XXX
･･･

X,XXX
･･･

X,XXX
･･･

X,XXX
･･･

X,XXX
･･･

流動負債
･･･
固定負債
･･･
純資産の部
・・・
利益剰余⾦
・・・

X,XXX
･･･

X,XXX
･･･

X,XXX
･･･

X,XXX
･･･

製造原価明細書

材料費

労務費

経費

当期総製造費⽤

期⾸仕掛品

期末仕掛品

当期製品製造原価

XX,XXX

XX,XXX

XX,XXX

XX,XXX

X,XXX

△X,XXX

XX,XXX

製造部⾨に携わる⼈件費

管理部⾨に携わる⼈件費

社内向け設備製造／社内向けソフトウェア制作に携わる⼈件費



（参考）IFRSにおける無形資産に関する会計基準の定め
 IFRS基準には無形資産に関する包括的な会計基準が存在し、「資産化要件を満たす開発費」について、無形資

産としての計上を認めているが、定義・認識要件に加え、6項⽬の要件の充⾜を求めている。
 このため、IFRS基準を採⽤している⽇本企業でも、無形資産を計上している事例は限られている。
 ⽇本でもIFRS基準や⽶国会計基準同様に無形資産に関する包括的な会計基準の検討は試みられてきたが、

2013年の検討経過のとりまとめ以降、関連する⽂書は公表されていない。
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⽇本 IFRS

包括的な会計基準
-

（企業会計原則、研究開発費等に係る会計基準、企
業結合に係る会計基準等、個別に規定）

〇
（IAS38号「無形資産」）

無形資産の定義 （⼀般的な規定なし）
• 過去の事象の結果として企業が⽀配している。
• 将来の経済的便益が企業に流⼊することが期待されている。
• 物理的実態のない識別可能な⾮貨幣性資産である。

無形資産の認識要件 （⼀般的な規定なし）
上記の定義に加え、以下を充⾜する場合には資産計上されな
ければならない
• 将来の経済的便益が企業に流⼊する可能性が ⾼い。
• 取得原価を信頼性を持 って測定できる。

（出所）「無形資産に関する検討経過のとりまとめ」（2013.6.28 企業会計基準委員会）等を基に作成。

1. 技術的に完成させることができる
2. 完成した無形資産を、使⽤⼜は売却する意図がある
3. 無形資産を使⽤⼜は売却する能⼒がある
4. 無形資産が将来の経済的便益を創出する可能性が⾼い
5. 無形資産を完成させ、使⽤・売却するために必要な資源を

利⽤できる
6. 無形資産の開発による⽀出を信頼性をもって測定できる

＜開発費の資産化６要件＞



13

企業の情報開⽰体系
 企業は⽬的に応じて、複数の媒体を使い分けて情報開⽰を⾏っている。

⾮財務 財務

網羅性

価値創造ストーリー

（出所）株式会社⽇⽴製作所「⽇⽴ 統合報告書 2021」

統合報告書

サステナビリティ/ESG情報 株主・投資家向け情報

• サステナビリティレポート
• コーポレートガバナンス報告書
• サステナビリティウェブサイト

• 有価証券報告書
• 決算短信
• 事業報告
• 経営戦略(中期経営計画)
• IRウェブサイト

⽇⽴の情報開⽰体系

媒体
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有価証券報告書と統合報告書の構成

（出所）右図︓株式会社⽇⽴製作所「⽇⽴ 統合報告書 2021」を基に作成。

 有価証券報告書は、内閣府令で定める様式によって構成が決まっており、読み⼿の検索容易性や他社との⽐較可
能性に優れる。統合報告書は、構成が⾃由。

第1 企業の概況 主要な経営指標等の推移

沿⾰

事業の内容

関係会社の状況

従業員の状況

第2 事業の状況 経営⽅針、経営環境及び対処すべき課題等

事業等のリスク

経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュフ
ローの状況の分析

経営上の重要な契約

研究開発活動

第3 設備の状況 (略)

第4 提出会社の状況 株式等の状況

⾃⼰株式の取得等の状況

配当政策

コーポレートガバナンスの状況等
（コーポレートガバナンスの概要、役員の状況 等）

⽇⽴統合報告書2021の⾮財務情報の構成
Vision CEOメッセージ

社会への貢献を原点とした⽇⽴の歴史

デジタル社会で社会に新たな価値を（Lumada）

⽇⽴グループの事業

グローバルに広がる事業ポートフォリオ

Value Creation Strategic Focus Area-持続可能な社会と事業の両⽴に向けて

価値創造プロセス

過去中期経営計画の振り返り

戦略と資源配分

COOインタビュー

戦略の柱1:社会イノベーション事業の加速による売上収益の拡⼤

戦略の柱2:グローバルな競争⼒の強化

戦略の柱3:収益⼒向上に向けた経営基盤の強化

CFOインタビュー

価値創造ストーリー（ITセクター、エネルギーセクター、インダストリーセクター、モ
ビリティセクター、ライフセクター、オートモティブシステム事業）

Sustainability リスクと機会への対応（「気候変動リスクと機会への対応」、「情報セキュリティの
推進」、「労働安全衛⽣、従業員の健康」、「バリューチェーンにおける責任」、
「品質保証」、「コンプライアンス」）

Governance コーポレートガバナンス
社外取締役（指名・報酬・監査委員⻑）メッセージ

マネジメント体制

有報の⾮財務情報の構成

媒体



• マクロ経済的バリュードライバーの変容
 バリューチェーンの国際化と、デジタル化を背景とした

サービス取引の急拡⼤
 技術・⾃動化による価値創造活動の偏り（上流と

下流への集中）の影響（専⾨性の重視）
 所得不平等の拡⼤（低技能vs⾼技能）
 労働⼒の世界的な地政学シフト（先進国の⾼齢化

と発展途上国の若年⼈材に対する需要）
• （変容による）ビジネスへの影響

 メンタルヘルスと健康安全給付
 雇⽤者・従業員間の社会契約の進化
 代替的労働⼒（⾮正規雇⽤の拡⼤）
 サプライチェーンにおける労働条件（⼈権侵害等への

関⼼の⾼まり）
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SASB Human Capital Projectでの検討

（出所）SASB “SASB CONCEPTUAL FRAMEWORK”（2017年）、“Preliminary Framework: Executive Summary”（2020年）を基に作成。

 Value Reporting Foundation（VRF:価値報告財団）の構成組織であるSASBは、2019年より⼈的資本に
関する新たな基準を作成するための“Human Capital Research Project”を開始し、2020年に「⼈的資本と
SASB基準に関する予備的フレームワーク（改訂案）」を公表。

 フレームワークの改訂案では、経済環境の変化、それによる事業環境への影響を踏まえ、⼈的資本に関連する5つの
追加論点について取り上げている。

SASBにおける⼈的資本関連のサステナビリティ課題

開⽰項⽬

SASB概念フレームワークで特定
した課題

• 労使関係
• 公正な労働慣⾏
• ダイバーシティと包摂
• 従業員の安全衛⽣と幸福
• 報酬と給付
• 採⽤・開発定着

⼈的資本とSASB基準に関する
予備的フレームワーク（改訂案）
で取り上げている論点

• 従業員のメンタルヘルス・健康給付
• 職場⾵⼟
• 従業員への投資
• 代替的労働⼒
• サプライチェーンにおける労働条件

論点の背景
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⼈的資本に関する開⽰項⽬

（出所）経済産業省『サステナビリティ関連情報開⽰と企業価値創造の好循環に向けてー「⾮財務情報の開⽰指針研究会」中間報告ー』（2021年11⽉）

 経済産業省の2021年11⽉のレポートでは、多岐に渡る⼈的資本に関する開⽰項⽬について、開⽰を企業価値
評価の向上につなげる「価値向上」のための開⽰と、⼈的資本にかかる取組の公平性・公正性を⽰していくことで投
資家からのリスクアセスメントニーズに応えていく「リスクマネジメント」のための開⽰の区別を念頭に置きながら開⽰を⾏
うことが効果的であるとしている。

開示項目の例

育成

エンゲー
ジメント

流動性 ダイバーシティ 健康・安全 労働慣行
コンプラ
イアンス
/倫理リーダー

シップ
育成

スキル/
経験

採用 維持 サクセッ
ション

ダイバー
シティ

非差別
育児休

暇
安全

身体的
健康

精神的
健康

労働慣
行

児童労
働/強制
労働

賃金の
公正性

福利厚
生

組合と
の関係

開⽰項⽬の階層（イメージ）

「価値向上」の観点
「リスクマネジメント」の観点

開⽰項⽬
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⼈材育成関係の開⽰事項例

（出所）GRIスタンダードを基に作成。

基準 開⽰事項 開⽰要求事項

GRI 404
研修と教
育

404-1
従業員⼀⼈あたりの年
間平均研修時間

• 報告期間中に、組織の従業員が受講した研修の平均時間 (次の内訳による)
- 性別
- 従業員区分

404-2
従業員スキル向上プログ
ラムおよび移⾏⽀援プロ
グラム

• 従業員のスキル向上のために実施したプログラムの種類、対象と、提供した⽀援
• 雇⽤適性の維持を促進するために提供した移⾏⽀援プログラムと、定年退職や雇⽤終了に伴う

キャリア終了マネジメント

404-3
業績とキャリア開発に関し
て定期的なレビューを受
けている従業員の割合

• 報告期間中に、業績とキャリア開発に関して定期的なレビューを受けている従業員の割合 (男⼥
別、従業員区分別に)

GRIスタンダード

⼈材育成開⽰項⽬
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MS&ADインシュアランスグループホールディングス

（出所） MS&ADインシュアランスグループホールディングス株式会社「MS&AD統合レポート2021」

 ⼈材育成により⽬指す姿を図⽰。さらに定量情報として、教育訓練投資、社員1⼈あたりの研修時間等とともに、
デジタル⼈財・グローバル⼈財の育成に関する実績を記載。

⼈材育成開⽰項⽬
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JFEホールディングス株式会社

（出所） JFEホールディングス株式会社「JFEグループレポート2021」

 製造現場における技術・技能の向上、データサイエンティスト・グローバル⼈材の育成に関して説明を記載。定量情
報として、データサイエンティストの⼈数及びグローバル⼈材育成の機会提供⼈数を記載。

⼈材育成開⽰項⽬



20（出所）オムロン株式会社「統合レポート2021」

オムロン

 ⼈材戦略の柱の⼀つに「リーダーの育成と登⽤」を挙げ、企業理念を⾃ら体現し、ありたい姿に向けて率先して組織
を牽引する強いリーダーの育成に取り組んでいることを説明。海外のコアポジションについては、現地化⽐率が⼤きく
向上していることをグラフを⽤いて⽰している。

⼈材育成開⽰項⽬
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エンゲージメント関係の開⽰事項例

（出所）SASBスタンダードを基に作成。

SASBスタンダード︓電⼦商取引
トピック 指標 カテゴリー 単位 コード
従業員の採⽤、インク
ルージョン、パフォーマン
ス

従業員エンゲージメント 定量的 % CG-EC-330a.1
⾃発的及び⾮⾃発的離職率（全従業員） 定量的 割合 CG-EC-330a.2
性別及び⼈種/⺠族の割合（1.マネジメント
層 2.技術職 3.その他全ての従業員）

定量的 ％ CG-EC-330a.3

技術系社員のうち、H-1Bビザ保有者の割合 定量的 ％ CG-EC-330a.4

SASBスタンダード︓インターネットメディア＆サービス
トピック 指標 カテゴリー 単位 コード
従業員の採⽤、インク
ルージョン、パフォーマン
ス

外国籍の従業員の割合 定量的 割合 (%) TC-IM-330a.1
従業員エンゲージメント 定量的 割合 (%) TC-IM-330a.2
性別及び⼈種/⺠族の割合（1.マネジメント
層 2.技術職 3.その他全ての従業員）

定量的 割合 (%) TC-IM-330a.3

SASBスタンダード︓専⾨・商業サービス
トピック 指標 カテゴリー 単位 コード
ダイバーシティ＆エン
ゲージメント

性別及び⼈種/⺠族の割合（1. 経営層
2.その他全従業員）

定量的 割合 (%) SV-PS-330a.1

1. ⾃発的離職率
2. ⾮⾃発的離職率

定量的 割合 SV-PS-330a.2

従業員エンゲージメント 定量的 割合 (%) SV-PS-330a.3

エンゲージメント開⽰項⽬



22（出所）伊藤忠商事株式会社「伊藤忠商事株式会社 統合レポート2021」

伊藤忠商事

 ⼈材戦略のページにおいて、社員のモチベーションの向上について記載。また、ESG情報のページにて、エンゲージメ
ントサーベイの主要項⽬「社員重視」「顧客重視」「やりがい」に関する質問に対する肯定回答率が⽰されている。

エンゲージメント開⽰項⽬



23（出所）ソニーグループ株式会社「Corporate Report 2021 統合報告書」

ソニーグループ

 CEOメッセージにおいて、社員意識調査によるエンゲージメント指標に⾔及。その上で、⼈事担当役員メッセージに
おいて、エンゲージメント指標に対する考え⽅を記載。毎年の調査結果をグラフで⽰している。

エンゲージメント開⽰項⽬



24（出所）株式会社⽇⽴製作所「⽇⽴ 統合報告書 2021」

⽇⽴製作所
 ⼈材戦略のページにおいて「働きがいのある職場づくり」について記載。そのための取り組みの⼀つとして⾏われている

グローバル従業員サーベイの結果、及びその結果を組織内で共有し、具体的な改善策につなげるというPDCAサイ
クルについて説明している。

エンゲージメント開⽰項⽬
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流動性関係の開⽰事項例①

（出所）SASBスタンダードを基に作成。

SASBスタンダード︓バイオテクノロジー・製薬
トピック 指標 カテゴリー 単位 コード
従業員の採⽤、育成、
維持

科学者、研究開発者の⼈材確保・定着のため
の取組に関する議論

議論・分析 n/a HC-BP-330a.1

⾃発的及び⾮⾃発的離職率
（a. 役員・上級管理職、b. 中間管理職、
c. 専⾨職、d. その他）

定量的 割合 HC-BP-330a.2

SASBスタンダード︓電⼦商取引
トピック 指標 カテゴリー 単位 コード
従業員の採⽤、インク
ルージョン、パフォーマン
ス

従業員エンゲージメント 定量的 % CG-EC-330a.1
⾃発的及び⾮⾃発的離職率（全従業員） 定量的 割合 CG-EC-330a.2
性別及び⼈種/⺠族の割合（1.マネジメント
層 2.技術職 3.その他全ての従業員）

定量的 ％ CG-EC-330a.3

技術系社員のうち、H-1Bビザ保有者の割合 定量的 ％ CG-EC-330a.4

SASBスタンダード︓ヘルスケアデリバリー
トピック 指標 カテゴリー 単位 コード
従業員の採⽤、育成、
維持

⾃発的及び⾮⾃発的離職率（1.医師 2.医
師以外の医療従事者 3.その他の従業員）

定量的 割合 HC-DY-330a.1

医療従事者の⼈材確保・定着のための取組に
関する議論

議論・分析 n/a HC-DY-330a.2

流動性等開⽰項⽬
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流動性関係の開⽰事項例②

（出所）GRIスタンダードを基に作成。

基準 開⽰事項 開⽰要求事項

GRI 401
雇⽤

401-1
従業員の新規雇⽤と離職

• 報告期間中における従業員の新規雇⽤の総数と⽐率（年齢層、性別、地域による内
訳）

• 報告期間中における従業員の離職の総数と⽐率（年齢層、性別、地域による内訳）

401-2
正社員には⽀給され、⾮正
規社員には⽀給されない⼿
当

• 組織の正社員には標準⽀給されるが、⾮正規社員には⽀給されない⼿当（重要事業拠
点別）。これらの⼿当には、少なくとも次のものを含める
- ⽣命保険
- 医療
- ⾝体障がいおよび病気補償
- 育児休暇
- 定年退職⾦
- 持ち株制度
- その他

• 「重要事業拠点」の定義

GRIスタンダード

流動性等開⽰項⽬



27（出所）キリンホールディングス株式会社「KIRIN CSV REPORT2021」

キリンホールディングス
 経営戦略の実現に向けて不⾜している⼈材を特定し、内部⼈材を育成するとともに、キャリア採⽤も積極的に⾏っ

ていることが⽰されている（採⽤者における新卒/キャリアの⽐率を記載）。また、新卒採⽤においても多様な⼈材
の獲得に取り組むとともに、新たな仕組みの導⼊を⾏い、⼈材⼒の強化を⽬指すことが説明されている。

流動性等開⽰項⽬
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塩野義製薬

（出所）塩野義製薬株式会社「統合報告書2021」

 ⽬指すべき⼈材像を定めた上で、評価制度・報酬制度を含む⼈事制度について説明している。

流動性等開⽰項⽬



29

多様性、平等、包摂関係の開⽰事項例①

SASBスタンダード︓ソフトウェア＆ITサービス
トピック 指標 カテゴリー 単位 コード
グローバルで多様性が
あり、スキルを持った労
働⼒の確保と管理

1. 外国籍の従業員の割合
2. 国外で勤務する従業員の割合

定量的 割合 (%) TC-SI-330a.1

従業員エンゲージメント 定量的 割合 (%) TC-SI-330a.2
性別及び⼈種/⺠族の割合（1.マネジメント
層 2.技術職 3.その他全ての従業員）

定量的 割合 (%) TC-SI-330a.3

SASBスタンダード︓ハードウェア
トピック 指標 カテゴリー 単位 コード
ダイバーシティ＆インク
ルージョン

性別及び⼈種/⺠族の割合（1. マネジメント
層 2. 技術職 3. その他全従業員）

定量的 割合 (%) TC-HW-330a.1

SASBスタンダード︓専⾨・商業サービス
トピック 指標 カテゴリー 単位 コード
ダイバーシティ＆エン
ゲージメント

性別及び⼈種/⺠族の割合（1. 経営層
2.その他全従業員）

定量的 割合 (%) SV-PS-330a.1

1. ⾃発的離職率
2. ⾮⾃発的離職率

定量的 割合 SV-PS-330a.2

従業員エンゲージメント 定量的 割合 (%) SV-PS-330a.3

（出所）SASBスタンダードを基に作成。

多様性等開⽰項⽬
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多様性、平等、包摂関係の開⽰事項例②

（出所）GRIスタンダードを基に作成。

基準 開⽰事項 開⽰要求事項

GRI 405
ダイバーシティ
と機会均等

405-1
ガバナンス機関および従
業員のダイバーシティ

• 組織のガバナンス機関に属する個⼈で、次のダイバーシティ区分に該当する者の割
合
- 性別
- 年齢層: 30歳未満、30歳~50歳 、50歳超
- 該当する場合には、その他のダイバーシティ指標 (例えばマイノリティ、社会的弱

者など)
• 次のダイバーシティ区分の従業員区分別の従業員の割合

- 性別
- 年齢層: 30歳未満、30歳~50歳 、50歳超
- 該当する場合には、その他のダイバーシティ指標 (例えばマイノリティ、社会的弱

者など)

405-2
基本給と報酬総額の男
⼥⽐

• ⼥性の基本給と報酬総額の、男性の基本給と報酬総額に対する⽐率 (従業員区
分別、重要事業拠点別に)

• 「重要事業拠点」の定義

GRI 401
雇⽤ 401-3

育児休暇

• 育児休暇を取得する権利を有していた従業員の総数（男⼥別）
• 育児休暇を取得した従業員の総数（男⼥別）
• 報告期間中に育児休暇から復職した従業員の総数（男⼥別）
• 育児休暇から復職した後、12ヶ⽉経過時点で在籍している従業員の総数（男⼥別）
• 育児休暇後の従業員の復職率および定着率（男⼥別）

GRIスタンダード

多様性等開⽰項⽬
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味の素

（出所） 味の素株式会社「統合報告書2021」、「味の素グループ サステナビリティデータブック2021」

 統合報告書において主な取組（⼥性⼈財への機会提供・育成⽀援策）について紹介。詳細についてはサステナ
ビリティデータブックへのリンクを記載。

多様性等開⽰項⽬
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東京海上ホールディングス

（出所）東京海上ホールディングス株式会社「2021統合レポート」

 ダイバーシティ＆インクルージョンの推進を経営戦略の⼀つと位置付けていることを述べた上で、ナショナリティ・ジェン
ダー・ジェネレーション等様々な分類別に指標・実績を記載。

多様性等開⽰項⽬
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カゴメ

（出所）カゴメ株式会社「カゴメ 統合報告書 2021」

 ⻑期ビジョンとして「⼥性⽐率を50％〜社員から役員まで〜」を掲げ、総合職新卒採⽤における⼥性割合等の⽬
標を設定。

 また、イノベーションの創出に向け、中途採⽤の推進を通じて⼈材基盤の強化を図っている。中途採⽤の仕組みとし
てウェブサイト上でのキャリア登録制を導⼊しており、総採⽤数の2〜3割を中途採⽤とすることを説明している。

多様性等開⽰項⽬



34（出所）キリンホールディングス株式会社「KIRIN CSV REPORT2021」

キリンホールディングス

 ⼈材戦略の⼀つとして多様性の推進について記載。⼥性リーダー⽐率について、2030年度の⽬標を定めた上で、
過去4年の実績を記載している。

多様性等開⽰項⽬
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労働安全衛⽣に係る開⽰事項例①

（出所）SASBスタンダードを基に作成。

SASBスタンダード︓鉄鋼
トピック 指標 カテゴリー 単位 コード
労働安全衛⽣ (1)労働災害事故発⽣割合 定量的 割合 EM-IS-320a.1

(2) 労働災害による死亡率 定量的 割合
(3) ヒヤリハット発⽣率
（a.フルタイム社員、b.契約社員）

定量的 割合

SASBスタンダード︓半導体
トピック 指標 カテゴリー 単位 コード
労働安全衛⽣ 従業員を健康被害へさらすリスクを評価、監視、

低減する取り組みについての説明
議論・分析 n/a TC-SC-320a.1

従業員の安全衛⽣に関する違反に関連した法
的⼿続きに伴う⾦銭的損失額

定量的 報告通過 TC-SC-320a.2

トピック 指標 カテゴリー 単位 コード
労働安全衛⽣ (1) MSHA全事故率 定量的 割合 EM-CO-320a.1

(2) 労働災害による死亡率 定量的 割合
(3) ヒヤリハット発⽣率 定量的 割合
事故・安全リスク及び⻑期の安全衛⽣リスクの
管理についての議論

議論・分析 n/a EM-CO-320a.2

SASBスタンダード︓⽯炭

労働安全衛⽣開⽰項⽬



36

労働安全衛⽣に係る開⽰事項例②

基準 開⽰事項 開⽰要求事項

GRI 403
労働安全
衛⽣

403-1 労働安全衛⽣
マネジメントシステム

• 労働安全衛⽣マネジメントシステムが導⼊されているかどうかの声明
• 労働安全衛⽣マネジメントシステムが対象とする労働者、事業活動および職場の範囲の説明

403-2 危険性 (ハザー
ド) の特定、リスク評価、
事故調査

• 労働関連の危険性(ハザード)を特定し、⽇常的かつ臨時的にリスクを評価し、危険性(ハザー
ド)を排除しリスクを最⼩限に抑えるための管理体系を適⽤するために使⽤されるプロセスの説明

• 労働関連の危険性(ハザード)や危険な状況を労働者が報告するプロセスの説明、および労働
者が報復措置からどのように保護されているかの説明

• 傷害や疾病・体調不良を引き起こす可能性があると思われる労働状況において労働者が⾃ら
回避できるようにする⽅針とプロセスの説明、労働者が報復措置からどのように保護されているか
の説明

• 労働関連の事故調査のために使⽤されるプロセスの説明

403-3 労働衛⽣サービ
ス

• 危険性(ハザード)の特定と排除、リスクの最⼩化に寄与する労働衛⽣サービスの機能の説明、ど
のように組織がこれらのサービスの質を保証し、労働者のアクセスを促進するかについての説明

403-4 労働安全衛⽣
における労働者の参加、
協議、コミュニケーション

• 労働安全衛⽣マネジメントシステムの開発、実施、評価における労働者の参加と協議のプロセス
と、労働者が労働安全衛⽣に関する情報を⼊⼿し、関連情報を伝達するためのプロセスに関す
る説明

• 制度上の労使合同安全衛⽣委員会が存在する場合は、その委員会の責任、会議の頻度、意
思決定機関に関する説明。また、これらの委員会に代表されていない労働者がいる場合、その
理由

GRIスタンダード

（出所）GRIスタンダードを基に作成。

労働安全衛⽣開⽰項⽬
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労働安全衛⽣に係る開⽰事項例③

基準 開⽰事項 開⽰要求事項

GRI 403
労働安全
衛⽣

403-5 労働安全衛⽣
に関する労働者研修 • 労働者に提供される労働安全衛⽣における研修に関する説明

403-6 労働者の健康
増進

• 組織は、業務に起因しない場合の医療およびヘルスケア・サービスへの労働者のアクセスをどのよ
うに促進するかの説明、および提供されるアクセスの範囲の説明

• 対象となる特定の健康リスクを含む、労働関連でない主要な健康リスクに対処するために労働
者に提供される任意の健康増進サービスおよびプログラムの説明、および組織がこれらのサービス
やプログラムへの労働者のアクセスをどのように促進するかについての説明

403-7 ビジネス上の関
係で直接結びついた労
働安全衛⽣の影響の防
⽌と緩和

• ビジネス上の関係により、運営、製品またはサービスに直接関連する労働安全衛⽣上の重⼤な
マイナスの影響を防⽌、緩和するための組織のアプローチ、および関連する危険性(ハザード)やリ
スクの説明

403-8 労働安全衛⽣
マネジメントシステムの対
象となる労働者

• 組織は、法的要件または公式の標準・⼿引きに基づく労働安全衛⽣システムを導⼊しているか
• 本開⽰事項から除外されている労働者がいる場合には、なぜ、およびどのような労働者が除外さ

れているのかの説明
• どのようにデータが収集されたかを理解するのに必要な何らかの⽂脈上の情報、適⽤した基準、

⽅法論、前提条件など

GRIスタンダード

（出所）GRIスタンダードを基に作成。

労働安全衛⽣開⽰項⽬
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労働安全衛⽣に係る開⽰事項例④

基準 開⽰事項 開⽰要求事項
GRI 403
労働安全
衛⽣

403-9 労働関連の傷
害

• すべての従業員について
 労働関連の傷害による死亡者数と割合
 重⼤結果に繋がる労働関連の傷害者数と割合（死亡者を除く）
 記録対象となる労働関連の傷害者数と割合
 労働関連の傷害の主な種類
 労働時間

• 従業員ではないが労働または職場が組織の管理下にある労働者について
 労働関連の傷害による死亡者数と割合
 重⼤結果に繋がる労働関連の傷害者数と割合（死亡者を除く）
 記録対象となる労働関連の傷害者数と割合
 労働関連の傷害の主な種類
 労働時間

• 重⼤結果に繋がる傷害のリスクを引き起こす危険性(ハザード)
• 管理体系を使⽤して、その他の労働関連の危険性(ハザード)を排除し、リスクを最⼩化するためにとられ

た、もしくは進⾏中の措置
（その他、⽅法論、前提条件等について）

403-10 労働関連の
疾病

• すべての従業員について
 労働関連の疾病・体調不良による死亡者数
 記録対象となる労働関連の疾病・体調不良の発症数
 労働関連の疾病・体調不良の主な種類

• 従業員ではないが労働または職場が組織の管理下にある労働者について
 労働関連の疾病・体調不良による死亡者数
 記録対象となる労働関連の疾病・体調不良の発症数
 労働関連の疾病・体調不良の主な種類

• 疾病・体調不良のリスクを引き起こす危険性(ハザード）
（その他、⽅法論、前提条件等について）

GRIスタンダード

（出所）GRIスタンダードを基に作成。

労働安全衛⽣開⽰項⽬



39（出所）株式会社⽇⽴製作所「⽇⽴ 統合報告書 2021」

⽇⽴製作所
 安全衛⽣マネジメント、労働災害防⽌への取組に加え、COVID-19禍における在宅勤務の⻑期化に伴い⼼⾝の

健康に不安を覚える従業員の健康作りへの取組や、感染症対策の徹底についても合わせて記載。
 労働災害については、海外を含めた地域別統計を記載。発⽣した災害に対する対応強化についても説明している。

労働安全衛⽣開⽰項⽬



40（出所）⽇本精⼯株式会社「NSKレポート 2021」

⽇本精⼯

 「安全」をコアバリューの⼀つに位置づけ、中期経営計画における⽬標とそれに対する進捗状況を記載。
 また、環境・社会への貢献の⼀つとして、安全管理分野における具体的な取組事例を紹介している。（外来⼯事

管理をウェブシステム化することにより、業務スピードが改善されるとともに、同システムを社内⼯事の安全管理に拡
⼤・展開できた例等）

中計⽬標 20年度⽬標 20年度実績

労働安全衛⽣開⽰項⽬
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コンプライアンス・労働慣⾏関係の開⽰事項例①

（出所）SASBスタンダードを基に作成。

SASBスタンダード︓医療機器
トピック 指標 カテゴリー 単位 コード
企業倫理 贈収賄⼜は汚職に関連する法的⼿続きに伴う

⾦銭的損失額
定量的 報告通貨 HC-MS-510a.1

医療従事者との交流に関する倫理規定の説
明

議論・分析 n/a HC-MS-510a.2

SASBスタンダード︓航空会社
トピック 指標 カテゴリー 単位 コード
競争⾏動 ⾮競争的⾏為の規制に関連する法的⼿続き

に伴う⾦銭的損失額
定量的 報告通貨 TR-AL-520a.1

SASBスタンダード︓⾃動⾞
トピック 指標 カテゴリー 単位 コード
労働慣⾏ 団体交渉協定の対象となっている従業員の割

合
定量的 割合(%) TR-AU-310a.1

(1) 稼働停⽌件数 (2) 労働損失⽇数 定量的 数、⽇数 TR-AU-310a.2

コンプライアンス等開⽰項⽬
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コンプライアンス・労働慣⾏関係の開⽰事項例②

（出所） GRIスタンダードを基に作成。

基準 開⽰事項 開⽰要求事項

GRI 402
労使関係

402-1
事業上の変更に関する
最低通知期間

• 従業員に著しい影響を及ぼす可能性がある事業上の重⼤な変更を実施する場合、従業員およ
び従業員代表に対して、通常、最低何週間前までに通知を⾏っているか

• 団体交渉協定のある組織の場合、通知期間や協議･交渉に関する条項が労働協約に明記さ
れているか否か

GRI 406
⾮差別

406-1
差別事例と実施した救
済措置

• 報告期間中に⽣じた差別事例の総件数
• 事例の状況と実施した措置。次の事項を含む

- 組織により確認された事例
- 実施中の救済計画
- 実施済みの救済計画と、定期的な内部マネジメント・レビュー・プロセスにより確認された結果
- 措置が不要となった事例

GRI 407
結社の⾃
由と団体
交渉

407-1
結社の⾃由や団体交渉
の権利がリスクにさらされ
る可能性のある事業所お
よびサプライヤー

• 労働者の結社の⾃由や団体交渉の権利⾏使が、侵害されたり著しいリスクにさらされる可能性の
ある事業所およびサプライヤー。次の事項に関して
- 事業所 (製造⼯場など) およびサプライヤーの種類
- リスクが⽣じると考えられる事業所およびサプライヤーが存在する国または地域

• 結社の⾃由や団体交渉の権利⾏使を⽀援するため、組織が報告期間中に実施した対策
GRI 408
児童労働

408-1
児童労働事例に関して
著しいリスクがある事業所
およびサプライヤー

• 次の事例に関して著しいリスクがあると考えられる事業所およびサプライヤー
- 児童労働
- 年少労働者による危険有害労働への従事

• 児童労働に関して著しいリスクがあると考えられる事業所およびサプライヤー (次の観点による)
- 事業所 (製造⼯場など)およびサプライヤーの種類
- リスクが⽣じると考えられる事業所およびサプライヤーが存在する国または地域

• 児童労働の効果的な根絶のために報告期間中に組織が実施した対策

GRIスタンダード

コンプライアンス等開⽰項⽬
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コンプライアンス・労働慣⾏関係の開⽰事項例③

（出所） GRIスタンダードを基に作成。

基準 開⽰事項 開⽰要求事項
GRI 409
強制労働

409-1
強制労働事例に関して
著しいリスクがある事業所
およびサプライヤー

• 強制労働に関して著しいリスクがあると考えられる事業所およびサプライヤー。次の事項に関して
- 事業所 (製造⼯場など) およびサプライヤーの種類
- リスクが⽣じると考えられる事業所およびサプライヤーが存在する国または地域

• あらゆる形態の強制労働を撲滅するために報告期間中に組織が実施した対策
GRI 410
保安慣⾏

410-1
⼈権⽅針や⼿順につい
て研修を受けた保安要
員

• 組織の⼈権⽅針や特定の⼿順およびその保安業務への適⽤について正式な研修を受けた保安
要員の割合

• 保安要員の提供を受けている第三者組織に対して同様の研修要件を適⽤しているか否か

GRI 412
⼈権アセス
メント

412-1
⼈権レビューやインパクト
評価の対象とした事業所

• ⼈権レビューやインパクト評価の対象とした事業所の総数とその割合（国別に）

412-2
⼈権⽅針や⼿順に関す
る従業員研修

• ⼈権⽅針や事業所に関わる⼈権側⾯に関する⼿順について、報告期間中に従業員研修を実施
した総時間数

• ⼈権⽅針や事業所に関わる⼈権側⾯に関する⼿順について、報告期間中に従業員研修を受け
た従業員の割合

412-3
⼈権条項を含むもしくは
⼈権スクリーニングを受け
た重要な投資協定およ
び契約

• ⼈権条項を含むもしくは⼈権スクリーニングを受けた重要な投資協定および契約の総数と割合
• 「重要な投資協定」の定義

GRIスタンダード

コンプライアンス等開⽰項⽬



44（出所）不⼆製油グループ本社株式会社「不⼆製油グループ 統合報告書2021」

不⼆製油グループ
 カカオの調達について、農家の⽣活環境改善や児童労働の撤廃といったコミットメントを掲げた上で、サプライチェーン

における取組み等を紹介。また、リンク先のサステナビリティレポートにおいては、中⻑期⽬標に対するKPIを設定し、
実績・考察を⽰している。

 コミットメント
• 農家の⽣活環境改善
• 当社サプライチェーン上の児童労働の撤廃
• 森林破壊の防⽌と森林の保全

 サプライチェーン上で指摘される社会課題に対
する取組、及び取組に関する課題認識につい
て説明

 児童労働モニタリングシステムと教育機会
の提供のサポートについて紹介

コンプライアンス等開⽰項⽬



45（出所）セイコーエプソン株式会社「エプソン 統合レポート 2021」

エプソン
 責任あるサプライチェーン構築の⼀環として、「エプソングループサプライヤー⾏動規範」の遵守状況に関するセルフア

セスメントを実施。直接材サプライヤーからの回答について、過去3年間の実績を記載している。
 また、責任ある鉱物調達の実現のため、OECD発⾏のガイダンスに沿った調査プログラムを進めていることを記載。

コンプライアンス等開⽰項⽬



46

運⽤スタイルの類型（イメージ）/ESG投資の種類
 運⽤スタイル（個別銘柄の分析有無・投資期間など）や、ESG投資の種類によって、投資家が重視する開⽰情報

の内容・性質は異なる。

運⽤スタイルの類型（イメージ）

IR

（出所）左表︓「KPMG Insight Vol.16」（2016年１⽉）を基に作成。 右表︓「Global Sustainable Investment Review 2020」を基に作成。

⼤分類 中分類 ⼩分類 概要
パッシブ インデッ

クス
Index • 指数に連動する投資スタイル。インデックスと

ほぼ同様のポートフォリオを組む
• 個別銘柄の分析は⾏わない

アクティ
ブ

グロー
ス

Core 
Growth

• 過去の売上や利益の成⻑率がベンチマーク
構成銘柄のトップクラスに属する銘柄に投資

• バイアンドホールドの戦略をとるケースが多く、
⻑期投資の傾向が強い

Growth • 成⻑株投資。成⻑率が市場平均を上回って
いる銘柄に投資

• Core Growthに⽐べると⽐較的売買回転
率が⾼い

バリュー Core 
Value

• バリュエーションの絶対⽔準が低い、あるいは
市場平均や同⼀銘柄の過去⽔準と⽐較して
低い銘柄に投資

• 投資期間は⻑期化する傾向が強い
Deep 
Value

• バリュエーションの絶対⽔準が著しく低く、本源
的価値を⼤きく割り込んでいる銘柄に投資

オルタ
ナティブ

Hedge 
Fund

• GrowthやValueといった伝統的な運⽤⼿法
とは異なる投資スタイル

• 絶対収益を追求する傾向が強く、売買も短
期になる傾向

ESG投資の種類
分類 概要

ネガティブ・スクリーニング
• 特定の業種やテーマ（武器・タバ

コ・⼈権侵害等）に関連する企
業を投資対象から除外

規範に基づくスクリーニング
• ESGの国際規範（国連・ILO・

OECD等）に違反した企業を投
資対象から除外

ポジティブ・スクリーニング • ESG評価が⾼い業種や企業を
選んで投資

ESGインテグレーション • 財務分析にESG要素を体系的・
明⽰的に組⼊れ

サステナビリティ・テーマ投資 • サステナビリティに関するテーマや
資産に対して投資

インパクト投資・コミュニティ投資 • 環境問題や社会問題の解決を
⽬的に投資

エンゲージメント・議決権⾏使
• ESG課題につき、株主として議

決権⾏使等を⽤いて企業に対し
て働きかけ
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国内公募株式投信に占めるパッシブ運用の割合

国内公募株式投信に占めるパッシブ運⽤の割合

 国内公募株式投信におけるパッシブ運⽤の割合は、年々増加しており、2020年時点では、84％がパッシブ運
⽤となっている。

（注）インデックス⽇経225とインデックスTOPIXの純資産総額合計を株式投信（国内）の純資産額で除した割合
（出所）⼀般社団法⼈投資信託協会「統計データ」を基に作成。

49%

56%

62%

58%
61% 62%

68%

75%
77%

81%
84%

40%

45%

50%

55%

60%

65%

70%

75%

80%

85%

90%

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

パッシブ運⽤
の割合

IR



48

GPIFのESGインデックスへの投資の状況（２０２１年３月末時点）

主要なESGインデックスの概要①
 年⾦積⽴⾦管理運⽤独⽴⾏政法⼈（GPIF）は、2017年以降、ESGインデックスへの投資を拡⼤。2021

年3⽉末時点で、7つのESGインデックスに対し、合計10兆6000億円の投資を⾏っている。

（出所）年⾦積⽴⾦管理運⽤独⽴⾏政法⼈「2020年度 ESG活動報告」を基に作成。

国内株ESG指数 外国株ESG指数
FTSE 
Blossom  
Japan 
Index

MSCIジャパ
ンESGセレク
ト・リーダー
ズ指数

MSCI⽇本株
⼥性活躍指数
（WIN）

S&P/JPX
カーボン・エフィ
シェント指数

MSCI ACWI 
ESGユニバーサ
ル指数

Morningstar 
先進国（除く⽇
本）ジェンダー・ダ
イバーシティ指数
（GenDi）

S&Pグローバル
⼤中型株カーボン
エフィシェント指数

概要 ESG評価の絶
対評価が⾼い
銘柄をスクリーニ
ングし、最後に
業種ウエイトを
中⽴化

業種内で
ESG評価が
相対的に⾼
い銘柄を組
⼊れ

多⾯的に性別
多様性スコアを
算出し、各業
種から同スコア
の⾼い企業を
選別して指数
を構築

同業種内で炭素
効率性が⾼い企
業、温室効果ガス
排出に関する情
報開⽰を⾏ってい
る企業の投資ウエ
イトを⾼めた指数

ESG格付と
ESGトレンドを
基にしたウエイト
を調整を主眼と
した指数

Equileapジェン
ダー・スコアカードに
よる企業のジェン
ダー間の平等に対
する取組の評価等
に基づきウエイトを
決定

同業種内で炭素
効率性が⾼い企
業、温室効果ガス
排出に関する情報
開⽰を⾏っている
企業の投資ウエイ
トを⾼めた指数

親指数 FTSE JAPAN 
ALL CAP 
INDEX
（1391銘柄）

MSCI 
JAPAN IMI 
TOP 700
（694銘柄）

MSCI JAPAN 
IMI TOP 
700
（694銘柄）

TOPIX
(2187銘柄)

MSCI ACWI
（除く⽇本・除く
中国A株）
（2207銘柄）

Morningstar 
Developed 
Markets(ex JP) 
Large-Mid
（1937銘柄）

S&P Global 
Large Mid 
Index(ex JP)
（3003銘柄）

指数構成銘柄数 200 231 298 1,844 2,106 1,909 2,303
運⽤資産額
(億円) 14,906 20,268 12,362 15,365 11,784 3,438 28,239

運⽤資産額合計
(億円)

62,901 43,461
106,362

IR
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主要なESGインデックスの概要②

 Dow Jones Sustainability Indices（DJSI） は、S&Pグローバルによるコーポレート・サステナビリティ評価
（CSA）から得られたESGスコアを組み込み、サステナビリティに優れた企業を銘柄として選んだESGインデックス。

 グローバルの主要企業のうちサステナビリティに優れた企業を銘柄として選定するDJSI Worldは、2021年時点
で、グローバルの主要企業約3500社から、322社を選定。

 DJSI Worldに選定された⽇本企業は35社で、企業数では⽶国に次いで2番⽬だが、インデックスに占めるウエ
イトでみると4.3％で国別は7番⽬にとどまる。

（出所）S&P Globalホームページを基に作成。
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S&Pグローバル MSCI FTSE 
Russell Sustainalytics ブルームバーグ CDP

カバレッジ 11,500社以上 ８,500社以上 約7,200社 13，000社以上 11，800社以上 約13,000社

データ収集⽅法 独⾃アンケート及び
公表情報 公表情報 公表情報 公表情報 公表情報 独⾃アンケート

評価 スコア（0〜100） 7段階
（CCC〜AAA）

スコア
（0〜5）

リスクレベルを数値化
5段階評価

スコア
（0〜100）

8段階
（D-〜A）

指数の発⾏ ○ ○ ○ ○ × ×

評価の概要

対象企業を61業種に
分け、各業種に対する
サステナビリティ要因を
財務マテリアリティに基
づき決定したウェイトに
基づく評価

業界ごとに選定す
る35のキーイ
シューに基づく評
価

14のESG
テーマについ
て、業種ごと
の重み付け
をして評価

業種ごとに特定されたマ
テリアルESGイシュー（3
〜10個程度）とそれら
に紐付く2-10のエクスプ
ロージャースコアを基に、
それに対する管理状況を
評価

ESGに関連した項
⽬について、項⽬の
重要度に応じてウェ
イトを調整するととも
に、業種に応じた調
整も⾏った上で評価

気候変動に関
する取組を、
情報開⽰、認
識、マネジメン
ト、リーダーシッ
プの4段階で
評価

代表的なESG評価機関によるESG評価の概要

ESG評価機関の概要

 ESG評価機関には、カバレッジ、データの収集⽅法、ESG評価をベースとした指数の発⾏の有無など、様々な特
徴を持つ多様な機関が存在。

（出所）各社ホームページ、⽇本取引所グループホームページを基に作成。

IR



インパクト加重会計
 インパクト加重会計とは、従業員、顧客、環境、社会等に対すESG企業活動の正・負のインパクトを算出し、財務

諸表記載情報を補⾜する取組み。ハーバードビジネススクールのジョージ・セラフェイム教授らが提唱。
 雇⽤インパクト会計においては、「賃⾦の質」「キャリアアップ」「機会」「健康とウェルビーイング」「ダイバーシティ」「ロ

ケーション」のインパクトを測定し、収益やEBITDA（利払い前・税引き前・減価償却前利益）、給与総額等と⽐較するアプ
ローチが取られている。
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雇⽤インパクトの説明

（出所）⼀般財団法⼈社会的インパクト・マネジメント・イニチアチブ（SIMI）グローバルリソースセンター、David Freiberg, Katie Panella, George Serafeim and T.
Robert Zochowski「ハーバードビジネススクール インパクト加重会計イニシアチブ 雇⽤インパクト会計（エグゼブティブサマリー）仮訳」を基に作成。

ステークホルダー インパクトの要素 説明

従業員

賃⾦の質 ⽣活賃⾦、限界効⽤、公平性など、提供される賃
⾦の質

キャリアアップ 収⼊増をもたらす社内移動

機会 職種別の従業員の⼈⼝構成

健康とウェルビーイング

組織が従業員の健康と福利に与えるインパク ト
（傷害や事故、職場⽂化、職場の福利厚⽣ プロ
グラム、ヘルスケアへのアクセス、有給休 暇、家族に
やさしい職場の福利厚⽣など）。従業員の主観的
なウェルビーイングの分析も並⾏して⾏うことを推
奨。

労働コミュニティ

ダイバーシティ 地域住⺠と⽐較した従業員の⼈⼝構成

ロケーション 地域の雇⽤⽔準に基づく雇⽤の相対的インパクト

インパクト(＄) 収益(%) EBITDA(%) 給与(%)

従業員インパクト

賃⾦の質 6,503,438,571 45.47% 98.97% 88.92%

キャリアアップ (48,980,821) -0.34% -0.75% -0.67%

機会 (415,218,670) -2.90% -6.32% -5.68%

健康とウェルビーイング (263,223,199) -1.84% -4.01% -3.60%

⼩計 5,776,015,881 40.38% 87.90% 78.98%

労働コミュニティインパクト

ダイバーシティ (2,319,192,138) -16.21% -35.29% -31.71%

ロケーション 401,391,204 2.81% 6.11% 5.49%

⼩計 (1,917,800,935) -13.41% -29.19% 5.49%

インパクトの合計 3,858,214,947 26.97% 58.71% 52.76%

インテル社雇⽤インパクト（2018年）

ESG会計



インパクト加重会計の開⽰例（エーザイ）
 エーザイは「価値創造レポート2021」にて2019年の従業員インパクト会計（単体）を任意に開⽰している。
 これによると賃⾦の質（年収等を踏まえた効⽤を算定）が343億円の正のインパクトを持つ⼀⽅、ダイバーシティの

取組で78億円の負のインパクトがあり、トータルで269億円の正のインパクトがあるとしている。
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従業員インパクト会計の開⽰例（エーザイ価値創造レポート2021）

（出所）エーザイ「価値創造レポート2021」を基に作成。

ESG会計

従業員インパクト会計の各項⽬の考え⽅等



⼈的・知的資本投資を⾒える化する取組（エーザイ）
 エーザイは「価値創造レポート2021」において、⼈件費、研究開発費を投資とみなし、従来の営業利益に⾜し戻し

た数字を「ESG EBIT」と定義し、損益計算書に表⽰する「ESG Value-Based 損益計算書」を開⽰。
 従来型の営業利益は500億円台から1,200億円台と振れ幅が⼤きい⼀⽅、「ESG EBIT」は概ね3,000億円台

で推移していることなどを⽰している。
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ESG Value-Based 損益計算書

（出所）エーザイ「価値創造レポート2021」を基に作成。

ESG会計

（注）ESG売上総利益＝売上収益-売上原価＋⽣産に関わる⼈件費（⼈的資本）
ESG EBIT=営業利益＋研究開発費（知的資本）＋⽣産活動・営業活動に関わる⼈件費（⼈的資本）

CFO対談 ESG経営「と」社会価値創造（抜粋）

（柳CFO）
私は、通常の営業利益に⼈件費、研究開発費を⾜

し戻した数字を、「ESG EBIT」と定義して着⽬していま
す。過去5年を振り返ると、エーザイの営業利益は500
億円レベルから1,200億円レベルと振れ幅が⼤きいの
ですが、ESG EBITを計算すると3,000億円台で⼤き
くは変わりません。2020年度の50％以上の営業減益
も、ESG EBITでは17％弱の減益程度です。

理由は、減益の主な理由が研究開発費と⼈件費の
増加によるものだから。今は、アルツハイマー病疾患修
飾薬に積極的に資源投⼊している時期なのです。⾒え
ない価値を訴求するなら、ショートターミズムに陥らず、
患者様や⼈財への⻑期の投資を評価しなければなりま
せん。ですから、営業利益に⾜し戻して考えています。



健康経営
 経済産業省では、①従業員の健康増進、②従業員の⽣産性向上に伴う、企業成⻑及び企業価値向上、③「健

康」への投資促進と、ヘルスケア産業市場の拡⼤の３つの観点から「健康経営」を推進。
 健康経営度調査に回答した法⼈は2021年度調査で2869法⼈、健康経営優良法⼈（⼤規模法⼈部⾨）の

認定数は2020年度に1801法⼈となっている。
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健康経営度調査回答数/健康経営優良法⼈数の推移
（⼤規模法⼈部⾨）

（注）2021年11⽉時点のデータ
（出所）経済産業省ヘルスケア産業課資料を基に作成。

健康経営

＜健康経営度調査＞
• 法⼈の健康経営の取組状況と
経年での変化を分析するため
経済産業省が実施。

• 健康経営に関する経営層のコミッ
トメントや実施体制、具体的な取
組状況、その結果の情報開⽰状
況等について設問を設定。

＜健康経営優良法⼈＞
• 経済産業省が創設した健康経営

優良法⼈認定制度において、特
に優良な健康経営を実践してい
る⼤企業や中⼩企業等であると
認定された法⼈。
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健康経営の開⽰
 健康経営度調査について、回答企業に対して送付している評価結果（フィードバックシート）の開⽰を開始。
 2021年度は、健康経営優良法⼈認定社（3/9公表）のうち、約2,000の⼤規模法⼈分（⽇経225企業のうち

158社(70%)）のフィードバックシートを経済産業省ＨＰにおいて公開予定（データベースとして検索出来るよう、証券
コード、英⽂企業名⼊りのエクセルファイルも開⽰）。

（出所）経済産業省ヘルスケア産業課資料

健康経営
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健康経営度調査フィードバックシートの評価項⽬及び記載項⽬例

評価項目例

＜経営理念・方針＞
• 明文化・社内浸透が進んでいるか
• 情報開示・他社への普及が進んでいるか 等

＜組織体制＞
• 経営層の関与
• 実施体制 等

＜制度・施策実行＞
• 目標設定、健診・検診等の活用
• 保健指導の実施
• 生活習慣の改善策の実施 等

＜評価・改善＞
• 健康診断・ストレスチェック等の指標の把握
• 労働時間・休職等の指標の把握
• 課題単位・施策全体の効果検証・改善

その他記載項目例

＜健康経営の戦略＞
• 健康経営で解決したい経営上の課題
• 健康経営の実施により期待する効果 等

＜具体的な健康課題への対応＞ ※各社が重点を置いている対応について記載

• 生活習慣病など疾病の高リスク者に対する重症化予防
• メンタルヘルス不調等のストレス関連疾患の発生予防・早期発見・対応
• 従業員の生産性低下防止・事故発生予防 等



健康経営の開⽰状況と投資家のニーズ
 健康関連指標に関する企業の開⽰状況と投資家からのニーズを⽐較すると、健康診断の受診率や問診結果等に

ついては開⽰が進んでいる⼀⽅、投資家側からの関⼼は労働時間の状況（残業時間等）、⾃社の健康経営施
策に対する満⾜度、離職の状況、ワークエンゲイジメントの状況等に集まっている。
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健康経営に関する指標の開⽰状況と投資家のニーズ（2021年）

（注）企業の開⽰状況は、令和3年度健康経営度調査Q19.SQ3.「各指標の実績値の開⽰状況」より作成（n=2449)
投資家のニーズは、機関投資家向けアンケート調査Q4「健康経営の評価にあたって開⽰が望ましい内容」より作成（n=16)

（出所）経済産業省ヘルスケア産業課資料を基に作成。

健康経営
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57（出所） 「花王サステナビリティ データブック Kirei Lifestyle Plan Progress Report 2021」

花王

 花王株式会社では、サステナビリティデータブックにおいて、「社員の健康増進と安全」に関して、中⻑期的なビジョン
に基づく具体的な取組内容とその実績等を10p超に渡って開⽰している。

健康経営


